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J-クレジット創出の流れ  

 

はじめに  

昨今 J-クレジットの価格高騰を受けて、クレジットの創出に関心を持つ企業が

増えています。本事業の相談窓口にも昨年以上の問い合わせをいただいており、J-

クレジットに対する注目の広がりを実感しています。 

今回のコラムでは、J-クレジット創出の基本的な流れと、実施にあたっての主な

留意点についてご紹介します。 

 

J-クレジット創出の流れ 

 Ｊ-クレジットの創出は下図に示すように、大きく「プロジェクトの登録」と

「モニタリングの実施」という 2 つのステップに分かれています。これらの手続き

を完了してはじめて、クレジットが発行され手元に届きます。 

一般的な目安としては、プロジェクト登録までに約半年、活動の実施に約 1 年、

モニタリングの実施にさらに半年ほどを要します。そのため、初めて取り組む場合

は、クレジットを受け取るまでにおよそ 2 年程度かかると考えておくと良いでしょ

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：J-クレジット制度「申請手続の流れ」 

https://japancredit.go.jp/application/flow/  

第 45 回  

https://japancredit.go.jp/application/flow/
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①プロジェクトの登録 

プロジェクトの登録は、「これからこうした取り組みを実施します」という計画を事

前に登録するようなイメージです。 

J-クレジットでは、「方法論」と呼ばれるクレジットを創出できる対象の取り組み

が定められています。この方法論に沿って、プロジェクト計画書を作成します。計画

書の作成は、自社で行うことも可能ですが、制度事務局の伴走支援を活用したり、専

門のコンサルタントへ依頼する方法もあります。 

プロジェクト計画書が完成した後は、第三者検証機関の審査を受ける必要がありま

す。検証の過程では、検証機関から指摘事項が出ることもありますが、修正・改善対

応を経て審査が完了すると、定期的に開催されている J-クレジット制度認証委員会で

審議が行われます。ここでの質問や確認に対応し、無事承認を得られれば、プロジェ

クト登録が完了します。 

 

②モニタリングの実施 

プロジェクトの登録が完了した後は、登録時に定めた内容に沿って実際の活動を

進めていきます。 

例えば、太陽光発電を対象としたプロジェクトでは、設備の設置を行い、発電量

や売電量などの必要なデータを継続的に収集します。 

 一定期間のデータを蓄積した後は、モニタリング報告書を作成します。この報告

書についても、第三者検証機関による検証が必要です。検証の過程で指摘事項があ

れば修正対応を行い、検証が完了すると、定期的に開催される J-クレジット制度認

証委員会で審議されます。委員会での質疑応答を経て承認を得ることができれば、

クレジットの発行となります。 

 

通常型とプログラム型 

J-クレジットの創出には、「通常型」と「プログラム型」の 2 つの方式がありま

す。 

通常型は、自社で実施する活動を対象としてクレジットを創出する方法です。例え

ば、太陽光発電設備の導入やボイラーの高効率化など、自社の取り組みをもとに申請

を行います。 
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一方、プログラム型は、他社や家庭など複数の主体による取り組みをまとめて申請

する方法です。この方式では、参加者ごとの活動を一つのプログラムとして統合管理

するため、毎年モニタリングを実施することが求められます。そのため、一定数の参

加件数を確保し、効率的に運用できる体制を整えることが重要となります。 

 

J-クレジットの創出にかかる費用 

ここでは、クレジット創出の各ステップで発生する主な費用について整理します。 

まず、確実に発生するものとして、「プロジェクトの登録時における審査費用」と「モ

ニタリング時における検証費用」があります。いずれも J-クレジット制度事務局のウ

ェブサイトで目安となる金額が公開されていますので、そちらを参考にするとよいで

しょう。 

また、プロジェクト計画書やモニタリング報告書の作成を外部に委託する場合は、

別途その委託費用も必要になります。特にプログラム型の場合、モニタリングの実施

が毎年求められるため、継続的なコストが発生する点に注意しておくことが大切で

す。 

 

出典：J-クレジット制度「申請手続の流れ（方法論別審査費用の平均額と振れ

幅）」 https://japancredit.go.jp/application/flow/  

https://japancredit.go.jp/application/flow/
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補助金の活用 

 これらの費用については、J-クレジット制度事務局が用意している補助金を活用で

きる場合があります。最近は J-クレジットへの関心が高まっていることから、補助金

の公募開始と同時に、早期に予算枠が埋まってしまうケースも見られます。 

また、補助金を申請する際には、あらかじめプロジェクト計画書が完成していること

が条件となるため、スケジュールに余裕を持って準備を進めることが重要です。 

補助金の詳細な要件や募集状況については、以下のリンク先をご確認ください。 

申請手続支援｜J-クレジット制度 

https://japancredit.go.jp/application/support/  

 

最後に 

今回は、J-クレジット創出の基本的な流れと、費用・補助金に関するポイントを簡

単にご紹介しました。実際に検討を進めていく中では、自社の事業内容や規模に応じ

て、さまざまな疑問や検討事項が出てくるかと思います。 

その際には、J-クレジット制度事務局や各地域で設置されている相談窓口を、ぜひ

お気軽にご活用ください。 

 

 

https://japancredit.go.jp/application/support/

